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 インドネシアがニッケル鉱石の輸出禁止を決定した 2019年から、スラウェシやマルクの 4県

では中国からの第一次金属製造業への直接投資が急増し、域内総生産の急成長がみられる。 

 その 4県の実質賃金をみると、2019年までにすでに大きく改善していたが、その後 2023年に

かけては、新型コロナ感染症拡大期と重なっていたこともあってか、減少がみられる。 

 2024年に発足した新政権も重視しているニッケル産業振興策であるが、これまでの成果をみ

る限りでは経済成長率ほどには現地住民の厚生水準が向上していない懸念がある。同政策の

評価にあたっては今後更なる検証が必要である。

温室効果ガス排出量を 2030 年までに 32％削

減することを国際公約として掲げているインド

ネシアにとって、電気自動車（EV）の普及は重

要な課題となっている。インドネシアでは EV の

普及を促す政策を導入する一方で、ニッケル産

業振興策（川下化）のもと、EV バッテリーの国

産化を進めており、将来的には EV 生産の拠点

化を目指している。 
このニッケル産業振興策の導入後、国内に巨

額の直接投資が流入するようになり、2045 年の

高所得国入りという目標のもと、インドネシア

がこの政策にかける期待は極めて大きい。しか

し、その政策の国内経済への影響についてはま

だ不明な点が多い。特に、高い経済成長の実現

には、今後は労働者の雇用や所得の増加を通じ

た好循環を生み出すことが鍵となる。本稿では、

ニッケル産業振興策により直接投資が急増した

地方自治体に注目し、その域内経済、なかでも

労働市場への影響の確認を試みる。 
 
第一次金属製造業部門への直接投資 

2019 年 9 月、エネルギー・鉱物資源大臣令に

より 2020 年 1 月以降のニッケル鉱石の輸出禁

止が発表された。その後は同鉱石の国内加工が

義務付けられることになったが、この政策変更

後、第一次金属製造業部門では直接投資の急増

がみられる。図 1 は投資調整庁（BKPM）から入

手した外国直接投資（FDI、為替レートの年平均

値からルピア建てに換算）と国内直接投資（DDI）
の実績値データをもとに、第一次金属製造業部

門への直接投資額の推移をまとめたものである。

図からは 2020 年から直接投資額（FDI と DDI
の合計）が急上昇をみせていること、また、そ

の大半は FDI で占められていることが分かる。 
 
図 1 第一次金属製造業部門への直接投資額（兆ルピア） 

 

（出所）投資調整庁の資料をもとに筆者作成。  

 

直接投資の内訳 

第一次金属製造業部門での直接投資であるが、

投資先は一部の地域に集中している。その 2020
年から 2023 年までの 4 年間の累積投資額は
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地方経済からみたニッケル産業振興策の影響 

577.7 兆ルピアであったが、その 8 割近くが

（2010 年時点の行政区分でみた）4 県、すなわ

ちモロワリ、中ハルマヘラ、南ハルマヘラ、コ

ナウェといったニッケル鉱石の産出地に集中し

ている（表 1）。また、出資国別にその内訳をみ

ると、それら 4 県では中国からの投資がその大

半を占めていることが分かる。なお、全国的に

は、累積投資額の 56％が中国から、次いでシン

ガポール（28.7％）、インドネシア（9.5％）、日

本（2.0％）と続く。 
 
表 1 第一次金属製造業部門への累積直接投資額（2020～

2023 年）でみた投資先上位４県 

 

（注）2010 年時点の地方自治体区分を使用。 
（出所）投資調整庁の資料をもとに筆者作成。 
 
地方自治体の経済成長率 

 表１でとりあげた 4 県はその大規模な直接投

資を受けて、極めて高い経済成長を経験してい

る。モロワリ県は 2019 年から 2023 年にかけて

は年率 22％（2015 年から 2019 年にかけては

年率 24％）、中ハルマヘラ県は 58％（同 7％）、

南ハルマヘラ県は 18％（同 12％）、コナウェ県

は 11％（同 8％）と、どの県も軒並み二桁の経

済成長率（指数平均）を記録している。また、

モロワリ県を除く 3 県は 2019 年までの成長率

を上回る成長をみせている。 
 

表 2 ４県の経済状況の推移 

 

（注）2023 年の域内総生産は暫定値。賃金は域内総生産デフ

レーターを用いて実質化。 
（出所）統計庁の資料をもとに筆者作成。 
 
現地の労働市場への影響 

 中国からの直接投資増を受けて、極めて高い

経済成長がみられる 4 県であるが、現地労働市

場への影響を探るとその評価は難しい。まず、

2015 年から 2019 年にかけての変化をみると、

おそらくはその間にすでにみられた直接投資の

増加のもと、雇用環境が改善されていたことが

分かる。6.9％あった失業率は半減し、また、製

造業部門での実質賃金（月収）は 2.6 倍に増え

ている（表 2）。同じ時期、インドネシア全体で

は、失業率は 2015 年の 6.2％から１％ポイント

の減少、そして製造業部門全体では就業者の実

質賃金は 1.4 倍に上昇していたことと比較する

と、その変化の大きさがうかがえよう。 
ただし、ここで注意しておきたいのは用いた

データの問題である。2015 年時点の労働調査で

は、4 県あわせても製造業就業者のサンプルサ

イズは 100 にも満たない。そのため表中の数値

は過大・過小に評価されている可能性がある。 
次に、2019 年から 2023 年にかけての変化を

みると、新型コロナ感染症の拡大期と重なって

しまったこの 4 年間で全国的には失業率が微増

していたが、4 県全体では失業率に減少がみら

れる。ただしインフォーマル部門の拡大によっ

て失業率が減少していたとみられる。一方で、

労働生産性の成長率が 2015 年までの実績を大

きく上回っていたにもかかわらず、実質賃金は

減少している。ここからはこの期間、（1）所得

の多くが労働ではなく資本へと分配されていた

であろうこと、また、（2）その多くが海外資本

であったため、所得が海外に流出していたであ

ろうことも考えられる。 
 

まとめ 
2024 年に発足した新政権はニッケル産業振

興策についても踏襲する方針を示している。こ

れまでみてきたように、同産業政策のもとで

2019 年以降には高い域内総生産の成長がみら

れたものの、労働者の所得増は観察されていな

い。雇用は増えているが、多くがインフォーマ

ル部門に吸収されているとみられることから、

経済成長率ほどには住民の厚生水準が向上して

いない懸念がある。ただし本稿にはサンプルサ

イズに加えて、パンデミックの発生に伴う一時

的な影響をコントロールできていないといった

問題があることから、ニッケル産業振興策の評

価にあたっては今後も更なる検証が必要である。 
 

（ひがしかた たかゆき／地域研究センター） 

1 モロワリ県 216.1 37.4 55.1
2 中ハルマヘラ県 132.1 22.9 64.7
3 南ハルマヘラ県 56.0 9.7 85.2
4 コナウェ県 44.8 7.8 100.0

全県市 577.7 100 56.3

累積投資額に占め
る中国のシェア

順位 県名
累積投資額
（兆ルピア）

国内シェア
（％）

失業率
（％）

製造業 製造業
2015 100 100 100 100 6.9
2019 157 106 119 262 3.5
2023 344 140 99 242 2.7

年
労働生産性 実質賃金

（2015年=100） （2015年=100）


